
 
 

 

 

平成29年９月１日  

 

 総 務 大 臣 

  野 田  聖 子 殿 

 

                      情報通信行政・郵政行政審議会 

                     会 長   多 賀 谷  一 照 

 

 

答 申 書 

 

 

 平成29年６月23日付け諮問第3092号をもって諮問された事案について、審議の結果、下記のと

おり答申する。 

 

 

記 

 

１ 本件、電気通信事業法施行規則及び第二種指定電気通信設備接続料規則の一部改正につい

ては、審議及び意見募集による提出意見を踏まえ、新設する第二種指定電気通信設備接続料

規則（平成 28 年総務省令第 31 号）第四条第二項の規定を次のとおりとした上で改正するこ

とが適当と認められる。 

 

○第二種指定電気通信設備接続料規則（平成二十八年総務省令第三十一号）の一部改正案 

 

第四条 ［略］ 

［一～四 略］ 

２ 前項第二号の機能は、接続料を算定するために次に掲げる部分に区分するものとする。 

一 次号及び第三号に掲げる部分以外のもの 

二 事業者が設置するその一端が特定移動端末設備に接続される伝送路設備に関する情報の管理及び端末の認証

その他これらに付随するもの（次号に掲げる機能を除く。） 

三 ＳＩＭカード（電気通信事業報告規則（昭和六十三年郵政省令第四十六号）第十条に規定するＳＩＭカード

をいう。以下同じ。）の提供に係るもの（事業者が現にＳＩＭカードの提供を行っている場合に限る。） 

 

２ 提出された意見及びそれに対する当審議会の考え方は、別添のとおりである。 

別紙３ 









 意見 再意見 考え方 

提出意見を 

踏まえた 

案の修正の有無 

業種の企業との連携により新事業・新サービスの創出を

促進するため、平成 27 年 5 月に電気通信事業法の改正

が行われたと認識しております。 

 

当社はこれまでも法令・ガイドラインに則り適切な事

業運営に取り組んでおるところ、今般の関係省令等はモ

バイル市場における公正競争環境の向上に資する点に

ついて賛同致しますが、今般整備される関係省令等の運

用にあたっては、多様な事業者との連携の加速、イノベ

ーションの促進という 2020 答申の趣旨を鑑み、萎縮効

果が生じることのないよう、十分な配慮と柔軟な運用を

お願い致します。 

 

また、MVNO 利用者の拡大に伴い、その利用者保護に係

る社会的責任は益々増大する一方、MVNO に係る様々な問

題が顕在化しております。 

今後、MVNO 市場の更なる拡大が見込まれる中、モバイ

ル市場の健全な発達の観点及び利用者保護の観点から、

MVNOにおいても、電気通信事業者として求められる責務

が十分に履行されるよう、早急な制度整備が必要と考え

ます。 

 

なお、制度整備にあたっては、これまでの累次のルー

ル整備と同様に、関係事業者の負担にも配意し、関係事

業者を含めたオープンな議論を尽くした上で、行われる

ことが望ましいと考えます。 

【株式会社 NTTドコモ】 

 

 

【意見内容】 

モバイル市場は、NTT 東・西のみがボトルネック設備

を有する固定市場とは異なり、複数の事業者が設備を設

置し、MVNO にとってはこれらの中から自らの条件に合致

したより良い事業者を選択することができます。そうし



 意見 再意見 考え方 

提出意見を 

踏まえた 

案の修正の有無 

た環境の中で MVNO を含めた移動体事業者は互いに激し

い競争を繰り広げています。 

上述のような市場環境を踏まえ、モバイル市場におけ

る競争ルールについては、これまで総務省審議会・研究

会等を通じて関係事業者を含めたオープンな議論を重

ねて、二種指定事業者のネットワーク機能のアンバンド

ルや接続料算定方法について「電気通信事業法施行規

則」や「第二種指定電気通信設備接続料規則」、「MVNO に

係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガ

イドライン」等に定められてきました。これらの累次の

ルールを踏まえた二種指定事業者の自主的な取り組み

によって MVNO の参入が促進され、MVNO を含めた複数事

業者間の競争の進展が一層図られてきたと理解してい

ます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

 
  





意見 再意見 考え方 

提出意見を 

踏まえた 

案の修正の有無 

成立させるために不可欠な構成要素」以外の要件につい

て、明確にお示しいただくことを要望します。 

 

なお、「回線管理機能」及び「SIMカード」に係る料金

の算定方法の適正性・公平性の向上を図る目的を踏まえ

れば、電気通信事業法施行規則、または MVNO に係る電

気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドラ

イン等に規定する方法もあると考えます。 

 

加えて、「SIMカード」については、今後、ソフト SIM

等の物理的な媒体を必要としない形態が想定される中、

イノベーション促進の観点を踏まえれば、現在提供して

いる SIM カードのみが該当するものと認識しておりま

す。 

【株式会社 NTTドコモ】 

 

【意見内容】 

SIM カードは電気通信事業法における電気通信設備及

び電気通信回線設備ではなく、契約者を特定するための

情報を記録した「電磁的記録媒体」であることから、そ

もそも第二種指定電気通信設備には該当しないことは

明らかです。 

接続料規則は、第二種指定電気通信設備との接続に関

し第二種指定電気通信設備を設置する事業者（以下、「第

二種指定電気通信事業者」という。）が取得すべき金額

(いわゆる「接続料」)に関し算定方法等を定めるもので

あり、「通信を成立させるために不可欠な」ことを理由に

第二種指定電気通信設備ではない SIMカードの提供に係

る料金を接続料規則に定めることは適当でないと考え

ます。 

仮に、「通信を成立させるために不可欠な」ことを理由

に第二種指定電気通信設備以外の料金が接続料規則に

定められることとなるのであれば、今後、恣意的な解釈

により、第二種指定電気通信設備に該当しない料金が接

「SIMカード」の利用は現時点で必須であることか

ら、第二種指定電気通信設備接続料規則にその料

金を定めることは料金の適正性・公平性の観点か

ら有効な措置と考えます。 
なお、ソフトバンク殿が提案されているガイド

ラインに規定する方法では、料金の適正性が確保

されないおそれがあると考えます。 
【株式会社ケイ・オプティコム】 

 

弊社が MVNO サービスを提供するにあたって、

「回線管理機能」及び「SIMカード」の利用は現時

点で必須であることから、第二種指定電気通信設

備接続料規則にその料金を定めることは料金の適

正性・公平性の観点から有効な措置と考えます。 

【株式会社ケイ・オプティコム】 

 

NTTドコモ、ソフトバンクの意見のとおり、接続

料規則は、第二種指定電気通信設備との接続に関

し第二種指定電気通信事業者が取得すべき金額に

関して算定方法等を定めるものと理解していま

す。従って、第二種指定電気通信設備に該当しな

い「回線管理機能」及び「SIM カード」の料金に

ついて接続料規則に定めるのであれば、今後、恣

意的な解釈により第二種指定電気通信設備に該当

しない料金が接続料規則に定められることのない

よう、その対象範囲や要件を明確にすべきと考え

ます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

構成するものとして区分を設け、そ

れに関する MVNO の負担額の算定方

法を明示することとしようとする

ものである。 

・ 意見では、「第二種指定電気通信

設備以外の料金」を接続料規則に定

めるべきではないとするものがあ

るが、接続料は、電気通信事業法の

規定上、第二種指定電気通信設備と

の接続に関し取得すべき金額とさ

れており、第二種指定電気通信設備

の費用に関するものに限定されて

いないこと、また SIMカード等につ

いて MVNO が MNOに支払う金額の在

り方が公正な競争条件の確保の上

で重要であることに鑑み、本省令改

正案のように、その接続料としての

位置付けを明示したものである。 

・ SIMの機能は、現在、SIM カード

の形態で MNOから MVNO に対して提

供されているが、今後「SIMカード」

を必要としない形で、同様の機能が

MNO から MVNO に対して提供され、

その費用負担が求められることも

想定できる。その場合のこの金額

に、接続料の他の部分から区分する

ことまでは今般の省令改正では求

めるものではないが、しかし、その

料金は接続料として位置付けられ

るべきものであることには変わり

はない。 

 また、今後の技術的な方策の進展

等の状況変化の可能性を考慮し、

「SIMカード」に係る接続料につい



意見 再意見 考え方 

提出意見を 

踏まえた 

案の修正の有無 

続料規則に定められることのないよう、その範囲を明確

に限定していただくことを要望します。 

なお、SIM カードの提供に係る料金の算定方法を明確

にすることが目的であれば、「MVNO に係る電気通信事業

法及び電波法の適用関係にするガイドライン」に規定す

る等で十分に満たされるものと考えます。 

【ソフトバンク株式会社】 

 

【意見内容】 

今般の省令等の改正は、先般開催された電気通信市場

検証会議における MVNO各社からの要望を踏まえて、MVNO

の競争環境の整備を図るものであり、真摯に対応してい

く所存でおりますが、現行の電気通信事業法の適用にあ

たっての見解の相違があり、改正にあたっては慎重に議

論をした上で行うべきと考えます。 

 

今般の省令等改正案は、主に以下の二つの点で問題が

あると考えております。 

 

① 電気通信事業法第 34 条に定める第二種指定電気

通信設備以外の「回線管理機能」及び「SIM カー

ド」について、あたかも第二種指定電気通信設備

のごとく取扱い、取得すべき金額を接続約款に定

めるよう省令等にて義務付けていること 

② 「回線管理機能」及び「SIMカード」について、ア

ンバンドル機能には指定されていないにもかかわ

らず、実態を踏まえた議論がなされないまま、適

切なプロセスを経ずにアンバンドル機能である

「データ伝送交換機能」の一部として取り扱って

いること 

 

第二種指定電気通信設備接続料規則においては、「第

二種指定電気通信設備との接続に関し、第二種指定電気

通信設備を設置する電気通信事業者が取得すべき金額」

ては、事業者が現に「SIMカード」

の提供を行っている場合に限り、接

続料の他の部分から区分されるべ

きものとすることとし、総務省で

は、本省令改正案の規定を、その旨

に即して、修正することとされた

い。 

 

 



意見 再意見 考え方 

提出意見を 

踏まえた 

案の修正の有無 

を定めるものであり、電気通信事業法第 34 条第 1 項か

ら第 3項を踏まえると、第二種指定電気通信設備に係る

費用を「接続料」と定義しているものと解釈しています。

従って、第二種指定電気通信設備に該当しない「回線管

理機能」と「SIM カード」に係る費用を明確な考え方や

基準なく、接続料として第二種指定電気通信設備接続規

則に規定することは適切ではないと考えます。 

また、「データ伝送交換機能」は、従来より第二種指定

電気通信設備接続料規則第 4条においてアンバンドル機

能として接続料対象に規定されており、本改正案では

「回線管理機能」と「SIM カード」が「データ伝送交換

機能」の中に区分されることとなっていますが、区分に

あたっての明確な判断基準やその妥当性が示されない

まま、あたかもアンバンドル機能であるかのように取り

扱われており、これまで適切なプロセスを経て整理され

てきた接続料の解釈を安易に拡大するものと懸念して

います。 

特に、「SIMカード」は、電気通信事業法における設備

及び回線ではなく、MNOと MVNOの設備の接続に必要な情

報が書かれた媒体であり、その情報は通信を成立するた

めに必要なものですが、その媒体自体は MVNO が独自に

調達可能であることや、将来「SIM カード」を必要とし

ない技術的方策も予想されるなか、通信を成立させるた

めに不可欠な設備として見なすことは適当ではないと

考えます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】 

 

【意見対象箇所】 

第二種指定電気通信設備接続料規則の一部改正案 

第 16条 

【意見内容】 

第二種指定電気通信設備接続料規則は、「第二種指定

電気通信設備との接続に関し当該第二種指定電気通信

設備を設置する電気通信事業者が取得すべき金額に関










